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１ ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （１）デジタルイノベーション※１戦略での位置付 

 

 
１.ＩＣＴ※４技術の活用による行政サービスの向上  

バックサービス※３ 

①AI活用の推進 
  最先端ＡＩ※５技術を活用した市民要望への的確で 

    迅速な情報提供の推進 

②電子申請の推進 
  行政手続のオンライン化、添付書類の見直しによる 

  市民の利便性向上 

③キャッシュレス※６に対応した電子納付の推進 
  各種納付のキャッシュレス化による市民の利便性 

  向上と収納率の向上 

⑥ICT技術やその他の最先端技術の更なる活用推進の検討と調査研究 
  既存あるいは最先端のICT技術はもとより、関連する技術も含め更なる活用に向けての検討と調査研究 

 

 
3.クラウド化※11・無線化の推進と高度なセキュリティの構築 

インフラ･セキュリティ 

⑦民間サービス（クラウド化）活用の推進 
  データセンター※12活用による安全安心なシステム運用 

   とICTコストの低減 

④RPA※７活用の推進 
  デジタルレイバー※８の活用による事務効率の向上 

⑤テレワーク※９等の推進 
  テレワーク導入による事務効率化や新たな出退勤管理   

  によるワークライフバランス※10の推進 

⑧庁内ネットワーク無線化の推進とセキュリティ強化 
  2in1ノート※13やスマートデバイス※14等の活用による 

  ペーパーレス化や事務効率の向上 

2. 事務効率の向上による働き方改革の推進 

  自動回答等による事務効率の向上  

 

 

フロントサービス※２ 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （１）デジタルイノベーション戦略での位置付 

１.ＩＣＴ技術の活用による行政サービスの向上 

行政手続のオンライン化、添付書類の見直しによる市民の利便性向上 

②電子申請の推進（戦略を支える柱②） 

【目的】 

【概要】 世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画に
おいても、行政のあらゆるサービスを最初から最後までデジタルで完結
させる（行政サービスの１００％デジタル化）に向け、ＢＰＲ※15の徹底、
手続オンライン化の徹底、添付書類の撤廃、ワンストップサービスの推
進が求められています。さらに、ＡＩやＲＰＡ等のＩＣＴ技術による行政事
務の効率化を図るためにも、紙の申請・届出ではなく、申請・届出の標
準化・デジタル化は必須となります。 

添付書類の撤廃も含めた手続のオンライン化により、市民が支所等へ
出向くことなく、パソコンやスマートフォンなどの各種デバイスからの行
政手続を実現することで、市民の利便性向上に取り組みます。 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （１）デジタルイノベーション戦略での位置付 

１.ＩＣＴ技術の活用による行政サービスの向上 

各種納付のキャッシュレス化による市民の利便性向上と収納率の向上 

③キャッシュレスに対応した電子納付の推進（戦略を支える柱③） 

【目的】 

【概要】  先進国と比較し、日本のキャッシュレス決済比率は極めて低い水準に
留まっているため、国では「キャッシュレス推進協議会（経済産業省）」を
設立するとともに、消費税率１０％への引き上げ時に、中小の小売店や
飲食店に対してキャッシュレス決済の導入を支援し、キャッシュレス化を
後押ししています。 

 国主導でキャッシュレス化を推進していく一方、今後、地方公共団体
においても、キャッシュレスに対応した納付方法の推進が求められると
考えられます。現在、本市においては、多様化するキャッシュレス決済
に対応できていない状況です。 

 そのため、電子マネー、スマートフォンアプリ支払（Ｌｉｎｅ Ｐａｙ※16等）、
銀行口座直結型スマホ支払サービス、クレジットカード、ペイジー※17等、
多様化するキャッシュレス決済サービスに対応できるよう、導入に向け
て検討を進め、市民の利便性向上に取り組みます。 
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大津市デジタルイノベーション戦略に基づく事業（令和元年度） 

１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （２）戦略に基づく事業 

観点 番号 柱 分類 事業 事業概要 導入効果 

フ
ロ
ン
ト
サ
ー
ビ
ス 

9 
②
⑦ 
ＩＣＴ 

検（健）診ネット予約シ
ステム 

インターネットによる乳幼児健診や胃がん・乳がん検
診の予約申込が出来るシステムを導入することにより、
混雑緩和及び受診者の負担軽減、利便性の向上を図
る。 

・市民サービス 
 の向上 
・業務の効率化 

10 ② ＩＣＴ 施設予約システム 
市民がパソコン・携帯電話からインターネットを介して、
本市の公共施設の空き状況の照会や、施設の予約、
抽選申込と結果確認が出来るシステムを導入する。 

・市民サービス 
 の向上 
・業務の効率化 

12 ③ 
キャッ
シュ 
レス 

クレジットカード収納 
市税のクレジットカードによる収納業務の開始に向け
たシステム改修 

・市民サービス 
 の向上 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （３）検（健）診ネット予約システム 

【事業概要】 

【 目  的 】 市民の利便性と検診受診率の向上及び庁内業務の効率化 

【 効 果 】 ①基本的に２４時間予約受付可能による利便性の向上 

②利便性の向上による受診率の増加(がん検診) 

③健診における混雑の緩和（乳幼児健診） 

④電話受付対応時間の削減による業務効率の向上 

インターネットにより乳幼児健診、乳がん検診、胃がん検診
（エックス線）、母子各種事業等に関する予約申込が出来る
システムを導入する。 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （３）検（健）診ネット予約システム 

【スケジュール】 今年度10月に本格導入 

年度 令和元年度 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

本格導入に向
けた調整・準備 

本格導入 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （３）検（健）診ネット予約システム 

【予約受付事業】 

・１歳９か月児健診         ・２歳６か月児健診 
・３歳６か月児健診                  

・初めてのパパママ教室      ・不妊相談             
・マタニティサロン           ・ＢＰプログラム 
・ひよっこ 

・乳がん検診                         ・胃がん検診                        

幼児健診 

がん検診 

母子事業 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （４）施設予約システム 

【事業概要】   

【 目 的 】 

【 効 果 】 

市民サービスの向上、窓口業務の軽減、公共施設の利用促進 

市民がパソコンや携帯電話からインターネットを介して、 

公共施設の空き状況照会、施設の予約、抽選の申込や結果の
確認ができるようにする。（社会教育施設は空き状況照会のみ） 

①施設の空き状況照会・予約（社会教育施設は除く）等が 

 基本的に２４時間いつでも可能 

②スマートフォンからも簡単な操作で使用可能 

③電話や窓口での問合せ対応時間の削減が期待できる 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （４）施設予約システム 

【スケジュール】 

年度 令和元年度 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

社会教育施設
調整・準備 

運動施設 
調整・準備 

10月1日稼動 

12月1日稼動 

今年度２段階に分け、稼動を開始することを予定 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （４）施設予約システム 

【社会教育施設】 

 生涯学習センター、北部地域文化センター、和邇文化センター、桐生若人の広場 

【 運 動 施 設 】 

市民体育館 和邇、坂本、石山、田上 

市民格技場 坂本 

市民運動広場 和邇、下龍華、堅田なぎさ、坂本、下阪本、比叡平、藤尾、逢坂、
石山、田上、瀬田南 

皇子が丘公園 体育館、第二体育館、グラウンド、テニスコート、弓道場 

皇子山総合運動公園 陸上競技場、野球場、グラウンド、テニスコート 

伊香立公園 全天候型多目的広場、芝生グラウンド、グラウンド、テニスコート 

大石緑地 グラウンド、テニスコート 

※他、瀬田公園体育館、におの浜ふれあいスポーツセンター、一里山緑のふれあいセンター等 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （４）施設予約システム 

【スマートフォンの操作イメージ】 

日時・目的・
施設名・地域
から検索 

空き状況が
表示される 

予約にはログイン 
（利用者登録）が必要 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納 

【事業概要】 

【 目  的 】 

納税者がパソコン・タブレット・スマートフォン等からインターネット
を介して場所や時間を問わずにクレジットカードで納税ができる。 

【 効 果 】 

納税者の利便性向上 

①基本的に24時間納税可能 

②スマートフォン等から簡単な操作で納税可能 

③納期内納付率の向上が期待できる 

④分割納付の管理にかかる事務処理負担の軽減が期待できる 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納 

【スケジュール】 

年度           令和元年度                令和２年度 

月 ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ ４ ５ ６ 

業者選定 

システム改修、構築 

接続・運用テスト 

取扱開始 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納 

【対象税目】 市県民税（普通徴収）、固定資産税・都市計画税、軽自動車税 

【取扱上限額】 納付書１枚あたりの税額が１，０００万円未満のもの 

（ただし、納付額は個人のカード利用限度額まで） 

【取扱クレジットカード】 VISA、MasterCard、JCB、AmericanExpress、DinersClub  

【平成29年度 対象税目取扱件数実績】 

収納方法 取扱件数（概数） 割合 

市窓口 ７４，０００件 １３．９４％ 

金融機関 １３４，０００件 ２５．２３％ 

コンビニ １８６，０００件 ３５．０３％ 

口座振替 １３７，０００件 ２５．８０％ 

合 計 ５３１，０００件 １００％ 

【取扱業者】 ㈱エフレジ 

エフレジ導入自治体：大阪市、京都市、吹田市、姫路市、滋賀県（自動車税） 他 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納 

【利用方法】 大津市公式ホームページ内に 

「クレジット納付サイト」への入口を設ける 
※画面はイメージです 
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１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納 

【利用方法】 
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LINE Pay請求書支払いによる利用状況（令和元年７月末現在） 

１ＩＣＴを活用した市民生活の利便性向上 

 （５）クレジットカード収納（参考資料） 

税 目 利用件数 納付額 

市県民税（普通徴収） １８７件 ６，８０２，４２０円 

固定資産税・都市計画税 ５３６件 １８，３９４，６００円 

軽自動車税 ２５６件 １，４７９，９００円 

合 計 ９７９件 ２６，６７６，９２０円 

保険料（国保、後期、介護） １３３件 ３，５３４，０００円 
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２ ＩＣＴを活用した行政事務の効率化 

 （１）デジタルイノベーション戦略での位置付 

 

 
１.ＩＣＴ技術の活用による行政サービスの向上  

バックサービス 

①AI活用の推進 
  最先端ＡＩ技術を活用した市民要望への的確で 

    迅速な情報提供の推進 

②電子申請の推進 
  行政手続のオンライン化、添付書類の見直しによる 

  市民の利便性向上 

③キャッシュレスに対応した電子納付の推進 
  各種納付のキャッシュレス化による市民の利便性 

  向上と収納率の向上 

⑥ICT技術やその他の最先端技術の更なる活用推進の検討と調査研究 
  既存あるいは最先端のICT技術はもとより、関連する技術も含め更なる活用に向けての検討と調査研究 

 

 
3.クラウド化・無線化の推進と高度なセキュリティの構築 

インフラ･セキュリティ 

⑦民間サービス（クラウド化）活用の推進 
  データセンター活用による安全安心なシステム運用 

   とICTコストの低減 

④RPA活用の推進 
  デジタルレイバーの活用による事務効率の向上 

⑤テレワーク等の推進 
  テレワーク導入による事務効率化や新たな出退勤管理   

  によるワークライフバランスの推進 

⑧庁内ネットワーク無線化の推進とセキュリティ強化 
  2in1ノートやスマートデバイス等の活用による 

  ペーパーレス化や事務効率の向上 

2. 事務効率の向上による働き方改革の推進 

  自動回答等による事務効率の向上  

 

 

フロントサービス 
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２ ＩＣＴを活用した行政事務の効率化 

 （１）デジタルイノベーション戦略での位置付 

2. 事務効率の向上による働き方改革の推進 

テレワーク導入による事務効率化や新たな出退勤管理によるワーク
ライフバランスの推進 

⑤テレワーク等の推進（戦略を支える柱⑤） 

【目的】 

【概要】  国においては、長時間労働の是正や多様で柔軟な働き方の実現、雇
用形態に関わらない公正な待遇の確保等に向けた働き方改革を推進し
ています。 

 本市においても、行政サービスの担い手となる本市職員が減少するこ
とを見据え、「(1) ＡＩ活用の推進」「(2)ＲＰＡ活用の推進」に示した事務効
率化を向上させるとともに、テレワーク導入による柔軟な働き方、出退
勤管理のシステム化による時間外勤務の管理等を行い、ワークライフ
バランスの推進に取り組みます。 
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観点 番号 柱 分類 事業 事業概要 導入効果 

イ
ン
フ
ラ
・ 

セ
キ
ュ
リ
テ
ィ 

28 
⑤
⑧ 
働き方
改革 

テレワーク等による働
き方改革と、時間外削
減 

・テレワークの活用推進による端末台数の増加 
・事務用端末の増設による事務の効率化 

・働き方改革の 
 推進 

大津市デジタルイノベーション戦略に基づく事業（令和元年度） 

２ ＩＣＴを活用した行政事務の効率化 

 （２）戦略に基づく事業 



Lake Biwa 

Otsu City 22 

２ ＩＣＴを活用した行政事務の効率化 
 （３）テレワーク等による働き方改革と時間外削減 

多様な働き方が可能になる在宅勤務と効率的な働き方が
可能になるモバイルワークの拡充 

在宅勤務： 

 育児や介護と両立して仕事ができる職場環境づくり 

モバイルワーク： 

テレワークの導入により働き方改革が推進され職員の
モチベーションが上がることで市民サービスの向上に
繋がる。 

【事業概要】 

【 目  的 】 

【 効 果 】 

 現場での業務や出張先での業務を可能にし、効率的な  

 業務を推進する。 
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２ ＩＣＴを活用した行政事務の効率化 
 （３）テレワーク等による働き方改革と時間外削減 

【スケジュール】 

年度 令和元年度 

月 ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 

入札準備・業者の決定 

拡充所属・職員の決定 

本番運用（拡充分） 

在宅勤務実施者の募集 
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用語の説明 

※１ デジタルイノベーション 
 デジタル技術やデジタル化された情報を活用することで、業務やビジネス・サービスを変革し、新たな価値を創出
すること。 
※２ フロントサービス 
 住民や民間企業等の外部とのインターフェース部分における業務・サービスのこと。 
※３ バックサービス 
 庁内における事務処理的な業務・サービスのこと。 
※４ ICT 
 Information and Communication Technologyの略。情報通信技術。同義語にIT（Information Technology）。 
※５ AI 
 Artificial Intelligenceの略。人工知能。 
※６ キャッシュレス 
 クレジットカードや電子マネー等を利用した電子決裁。 
※７ RPA 
 Robotic Process Automationの略。人が行うPC 操作等のオペレーションを、ソフトウェアロボットが、そのまま同じ
ように自動で行うためのツール。 
※８ デジタルレイバー 
 事務作業を自動的に行ってくれるコンピュータ・プログラム。 
※９ テレワーク 
 ICTを活用した、場所や時間にとらわれない柔軟な働き方。 
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用語の説明 

※10 ワークライフバランス 
 仕事と生活の調和と訳され、「国民一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとと
もに、家庭や地域生活等においても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実
現できる」ことを指す。 
※11 クラウド化 
 庁舎内にサーバを設置して運用してきたシステムを、インターネットや仮想専用線（VPN）等を通じて、外部の事業
者が提供するサービスを利用する形態に置き換えること。 
※12 データセンター 
 各種のコンピュータやデータ通信等の装置を設置・運用することに特化した施設の総称。 
※13 2in１ノート 
 ツーインワンノート。キーボードを取り外したり、360°回転させたりして、タブレットとしても使えるパソコン。 
※14 スマートデバイス 
 パソコンやメインフレーム、ワークステーション等の既存のコンピュータの枠にとらわれない情報機器の総称。 
※15 ＢＰＲ 
 ＢＰＲ：Business Process Re-engineering の略。既存の業務内容や流れ、組織構造、ルール等を全面的に見直し、
再設計すること。 
※16 ＬＩＮＥ ＰＡＹ 
 LINE株式会社が提供する、スマートフォンを用いた決裁サービス。スマートフォンにバーコードやＱＲコードを表示
させて、簡単に支払いができる。 
※17 ペイジー 
 インターネットバンキングや現金自動預け払い機（ATM）などの手段を用いて電子的に支払いを行う決済サービス。 
 


